11月　1日　pp. 71-100　  第3回  6（１０），7（８），8章（８）
　　　　　　第6章１－３小林　４－５田村　６－７高島
　　　　　　第7章１長瀬　２－３鹿山　４－５渡辺　７長屋
　　　　　　第8章１－４板持　５－６樋口
第6章　契約の準拠法―伝統的ルール
第7章　物権（財産権）の準拠法―伝統的ルール
第8章　遺言･相続・信託の準拠法―伝統的ルール
第6章　契約の準拠法
◎契約の準拠法にかかる伝統的ルールは、契約締結地の法が原則、例外として、履行にかかわる問題と損害賠償にかかわる問題は契約履行地だった。この伝統的ルールは、当事者の持つ既得権保護と法の統一的適用を目指したものだったが、当事者の期待とは微妙に食い違うことがあり、法の統一的適用も実現しなかった。何より、一見簡明なルールに見えて、現実の契約の場面で適用するとなると、直ちに困難にぶつかり、第1次リステイトメントでも、20もの特別な場面についての細かなルールを並べざるを得ず、しかもそれを適用するのが不適切なケースがあり、ルールを修正して、当事者の意思によりかない、契約を有効にする方向でルールを定める州が現れた。
１　legal terms
  place of breach
  place of contracting = lex loci contractus
  place of performance
  damages
  liquidated damages
  offer and acceptance
  consideration
　statute of frauds, formality 
  executed, execution
  Uniform Commercial Code
２　Cases
  Pritchard v. Norton, 106 U.S. 124 (1882)
  Poole v. Perkins, 101 S.E. 240 (Va. 1919)
３　第6章の要点
１）不法行為のように不法行為地、契約でいえば、契約違反地とできない理由がある。それは契約違反者に有利な準拠法を選択させることになるから。同時に、契約当事者は、契約上の権利について契約締結当時に知っている権利、あるいは合理的期待がある。したがって、契約締結地が原則的準拠法となるのは当然と見られた。
２）第1次リステイトメントによる伝統的ルールは、原則は契約締結地法、ただし、履行に関する争いは契約履行地法、損害賠償に関する争いも履行地法というものである。
　ただし、伝統的ルールの中でも、契約当事者の意思をより尊重する修正ルールを一定の場合に認める例が現れた。第1次リステイトメントの立場では、当事者が定めた準拠法も尊重できないことになりかねなかったからである。
　しかし、伝統的ルールは実際にはこの上ない混乱状態にあった。
３）いったいどこが契約締結地か。これは法廷地法ではなく，一般コモン・ローで定めるとされていたが、それがまた難物だった。
　申し込みと承諾。承諾地。しかし、履行による承諾、約束による承諾、さらには不作為による承諾とあり、それぞれルールを定めざるを得なかった。
４）履行に関する争いは履行地ということだったが、そこでも義務（債務）の内容は契約締結地であり、争いが履行の十分性に関する争いか、そもそも債務の理解が絡む争いかの区別は不可能だった。
５）2つのケースが混乱を象徴する。
　第1のPritchard v. Norton, 106 U.S. 124 (1882)では、債券発行地はルイジアナ、それに関連してニュー･ヨーク州住民がニュー･ヨークで損失塡補保証契約をした。これはニュー･ヨーク州法が適用されれば、約因がなく無効。ルイジアナ州法では有効だった。連邦最高裁は、当事者の意思にかなうとして、ルイジアナ州法を準拠法とした。
  第2のPoole v. Perkins, 101 S.E. 240 (Va. 1919)では、テネシ－州の妻が支払約束をテネシーで行い、ただし、支払地をヴァージニアとした。テネシー州では、妻の無能力（coverture)によりこれは無効となるが、ヴァージニア州では有効となる。
　ヴァージニア州裁判所は、履行地が他にある場合を除いて契約締結地法と宣言し、本件では、ヴァージニア州法を適用するとした。
　この宣言は、実はすべての場合に契約履行地になるという意味である。
６）現在でも10州程度が伝統的ルールに従っているが、売買契約についてはUCCによって準拠法も定められている。
４　練習問題　　　　　　第6章１－３小林　４－５田村　６－７高島
①　　　　Ur 　　　　　　→　Mazukaland
  XYともにドミサイル　　　　2人で遠征
　　　　　　　　　　　　　　　そこで、Yが飢え死にしかけて、パンと相続分の取引
　　　非良心的・強迫で無効　　　　　　　有効
　契約の準拠法はMazukaland
  ただし、Ur では公序による逃げは可能
②　　　　　　　　　　　　　200ドル以上の契約はキスの捺印がなければ無効
　契約の準拠法はMazukaland　したがって無効
　契約の方式で問題となる例は圧倒的にstatute of frauds これを実体法上の原則だとすると契約締結地法で判断
③　　　　　　　　　　　　　損害としての相続財産額は5000ドル　　
　こちらであれば100万ドル
第1次リステイトメントでは、損害賠償額は契約履行地法　したがって100万ドル
④MorphyとCapablancaはChekhoviaでチェスの試合。AbleとBakerは、Gamboliaでの休暇中、テレビでその試合を見ている。AbleはBakerに、「Morphyが勝ったら20ドルを支払う」という。Bakerも同意し握手をする。そして、Morphyが勝つ。
AbleとBakerはWest Carolinaに帰るが、Ableが支払いを拒む。彼らの約束は、GamboliaとChekhoviaの契約法では執行できたが、West Carolinaの契約法では約因がなく無効。
　第1次リステイトメントによれば、契約の有効無効に関連するから契約締結地法。贈与の約束でも約束地。ここではGambolia。したがって、この賭けによる贈与約束は有効。
⑤同じ事案。賭博契約は、West Carolinaの法によると違法であり、支払いは軽罪にあたる。どのような結果になるか？
本件契約は、当事者のhome stateであるWest Carolinaでの支払いを想定しており、第一次リステイトメントでは違法性判断は履行に関することだとして履行地法。無効となる。
⑥East DakotaでXYが土地売買の話。Xが相続したTeutoniaの土地について1000ドルでの売買合意。ただし、口頭。EDでは詐欺防止法、Tでは口頭契約も有効。
　第1次リステイトメントなら、無効。それを変更した州，特に、本件が不動山取引であり、むしろ財産法のルールだとする州だと有効。
⑦同じ取引でYがTの土地に産業廃棄物ありという情報を不開示。EDでは有効だが、Tでは無効。第1次リステイトメントでは有効になりそうだが、実際に、救済の場面になるとT法になって、Yには救済なしとなるかも。
第7章　財産法の準拠法
◎財産法の準拠法は、不動産と動産で異なる。不動産は比較的簡明で、不動産所在地となるが、動産は、まさにそれが動くことと、債権や無体財産権のように所在地が不明なものがあるので，それほど容易でない。さらに、そもそもどこまでが契約の準拠法で、どこから財産法の準拠法の問題となるかという問題もある。簡単にいうと、契約は売買のような移転に適用され、約因のない無償譲渡などは財産法の問題となる。
１　legal terms
　deed of land
  civil law
  real property, personal property
  movable property, immovable property
  intangible property
　situs
  fee tail
  transfer of title
　security interests
  community property
  fixture
２　第7章の要点
１）リステイトメントは、ここでは大陸法の用語を用いて、movable, immovableという用語を使用している。要するに、土地建物が不動産で，それ以外はすべて動産となる。
２）不動産については、不動産所在地(situs)の法が準拠法となる。それが不動産か否か、譲渡能力の有無、譲渡に必要な要件などの紛争の準拠法がすべて所在地法となる。
　第1次リステイトメントの認めるほとんど唯一の例外は、譲渡文書の解釈で、当事者の意思解釈が必要になる場面で、それは当該当事者のドミサイルのある地の法が準拠法となる。
３）動産についても、当該動産の所在地法を準拠法とするのが原則である。簡明なようで、動産の性格から来る問題点があり、そうではない。
４）動産の移転について、登録書があるケースでは、登録書の発効された時点での動産所在地、譲渡の有効無効は登録書の所在地法による。
５）動産の中で、債権や無体財産権などについては、第1次リステイトメントは、法によって成立するわけでないものと法によって初めて成立するものとに分けて、前者は、それの所在地（のれんならのれんの所在地）、後者（契約に基づく財産権など）は、まさにそれを成立させた地の法となる。
６）担保権は，担保物の所在地の法である。
７）婚姻財産については、婚姻によるドミサイルの地の法となる。
８）現在では、不動産に関するルールはそのまま維持され、動産に関する法は修正されている。UCCのような制定法によるほか、裁判所はむしろドミサイルを重視する。
３　練習問題
　　　　　　第7章１長瀬　２－３鹿山　４－５渡辺　７長屋
①GはFIxation州に家を所有。電子レンジを固定する。Konveyanz州に行き、Bに家を譲渡。電子レンジが付合しているかについてF州は付合、K州では付合せず。
　F州の準拠法となり、付合
②HはH州に家屋を所有。E州に行き大病。自筆遺言でガールフレンドのMolに残すと書き記す。Hは14歳で、H州では譲渡能力あり、E州ではなし。
　これも不動産所在地法によるのでH州法。譲渡能力あり。
　　ただし、これが契約なら契約地法
③同じ事案で、書き記した内容が余りに簡単なケース。E州ではこれで十分だが、H州では不足。
　これも所在地法なので、有効な譲渡証書とならない。
④JはNH州に不動産所有。ED州で譲渡証書を作成し、譲受人のPに交付。NH州法では譲渡には証書の交付が必要。ただし，同法ではPはアイルランド系で不動産を所有できない。ED州の憲法ではそのような差別は憲法違反と明記。
　所有能力も不動産所在地法なので、Pは所有できない。形式的な州際私法（準拠法選択法）が悪しき結果を招く例。
⑤J1とJ2がA州に旅行に。そこでJ2はJ1に、結婚してくれればSD州の不動産を譲渡するという。J1同意。SD州では不動産譲渡契約として有効。A州では婚姻を対価とする契約は無効。これは契約なので、契約締結地法。したがってA州法で、無効。
第8章　遺言･相続・信託の準拠法
◎相続関係については、遺言による場合、無遺言相続による場合、信託による場合との区別がある。さらに、不動産と動産で区別もする。
　不動産についてはいずれにせよ不動産所在地法。
　動産については、やはり動産所在地法で，その結果、動産については準拠法が区々に分かれることになり非常に困難。
　実際にはアメリカでは信託での処理が多く、第1次リステイトメントの処理に従わない例がほとんどである。準拠法選択条項によるか、それがない場合にも信託を有効にする州法が選択される。
１　legal terms
  will, intestate succession, trust
  executor, administrator
  forced share, allowance
  escheat
  holographic will
　will-borrowing statute
　inter vivos trust, testamentary trust
  equitable property
２　第8章の要点
１）不動産の相続は不動産所在地法。死亡によって直ちに移るのが原則。
　ただし被相続人の意思が曖昧な場合の解釈は、そのドミサイルの地の法。
２）動産は、まず遺産管理人（遺言執行者）へ。それは動産所在地法。
　最終的帰属は、被相続人のドミサイルの地の法。最大の問題は，さまざまな地の法が関係することになる点。さらに、それによって被相続人の意思が実現しなくなる可能性。
　T1がT2に自筆遺言ですべての財産を残すと遺言。その後、T1が自筆遺言は無効とするX州の土地を相続（そこではこの遺言は無効）。後に、遺言について2人の証人を要求するY州へ移住。すると動産についての部分が無効に。そこで、大半の州（イギリスやカナダでも）ではwill-borrowing statuteを制定し、遺言作成時にその場所で有効ならその有効性を認めると定める。
３）信託については、まず生前信託について。信託財産の不動産については不動産所在地法、動産についても動産所在地法だが、後者は、信託の有効無効が区々に分かれる原因となる。動産の中でも債権その他の財産は、当該財産が信託財産となった地の法。
　遺言信託は、被相続人に死亡時のドミサイルの地の法。
　信託の運用関連事項は、原則は，委託者が運用が行われると意図していた地の法。
４）現状は、遺言関連は伝統的ルールに従う州が多い。しかし，実際は、遺言中の準拠法選択条項が有効とされる。
　信託は問題。ほとんどの財産が信託になっているので、大きな問題となり、準拠法選択条項があればそれで，それがない場合は信託を有効とする州法を適用するのが多い。
３　練習問題
　　　　　　第8章１－４板持　５－６樋口
①地主紳士
.Luke(H)とLorelai(W)は結婚し、CTに住んだ。Wの両親がEl Drado国にある別荘を譲渡。Wは死後Hに別荘が確実に渡るように遺言作成。当該別荘をHに遺贈する(devise)よう明言。CT法においては適切に立ち会われ(witnessed)、有効。しかしEl Dorado法では不動産(real estate)についての遺言はthe Office of Circumlocutionにおいて公証され(notarized)、登録され(filed)なければならず、ここではWの遺言は法律要件を満たさない。当該遺言はEl Doradoの土地＊に関して有効か。(＊土地だけでなく建物も含むと思われる。)
→無効。土地についての遺言の有効性及びその形式要件は、当該土地の所在地法による。CTが遺言借用法(will-borrowing statute)を採択していても結果は変わらない。El Doradoの時は結果は変わりうる。
②自筆遺言で楽しむ
2.遺言を書くため、インターネットで書式を見つけ、印刷。遺言のための一般的文言を含み、どのように自分の遺産を分割させるか指示を書くための空欄もある。署名したが、公証はなし。
　文言「East Dakotaの家と財産をFに。West Dakotaの別荘をMに。銀行口座をBに。切手コレクションをSに。残余財産(the rest residue and remainder)全てをBertに」銀行口座はPlutochia国に、切手コレクションはEast Dakotaにある。
　West Dakotaにいるときに空欄を埋め、署名。East Dakotaにdomicileして死亡。
　E-Dak法：手書きと印刷入交りの遺言は、財産処分条項(dispositive provision)が手書きされて署名されていれば有効。W-Dak法：二人の公証人が立ち会って署名し、公証人達も署名しなければ、遺言は一切無効。P法：自筆遺言は署名者が全部手書きしなければ無効。
　E-Dak法：Bettyが唯一の相続人であり最近親者(the sole heir and next of kin)。W-Dak法：Fが唯一の相続人で最近親者。P法：有効な遺言がない場合、国内所在の財産は全てP政府の財産に。
　第一次リステイトメントによると、誰が何を如何なる理由で取得するか？
→E-Dakの土地－F：土地所在地であるE-Dak法により、遺言有効。
　W-Dakの土地－F：土地所在地であるW-Dak法により、遺言無効。W-Dakの無遺言相続(intestate succession)法による。
　切手コレクション－S/銀行口座－B：これらはpersonal propertyなので、死亡時のdomicile＝E-Dak法による。
＊Bertは？Explanationで言及されていない全てのpersonal propertyは、E-Dak法により遺言通りBertに行くと思われる。不動産については、それぞれの州or国の法が遺言をどう扱うかによると思われる。
③不当な影響力と死手譲渡でもっと楽しむ
3.MはM国にdomicileして死亡。M国で形式上有効な遺言：「どこであれ不動産は全て」Mの教会に遺贈し「personal propertyは全てPに」残す。何も残されなかった妻WはC国に住む。
　当該遺言は死亡の4ヶ月前に作成された。M法：慈善事業or宗教組織への不動産遺贈は、遺言作成から6ヶ月以内に死亡した場合には無効。C法では宗教的or慈善的な遺贈には制限なし。
　W→M：美容師として不当な影響力を行使し、自分に都合の良い遺言を書かせた。C法によると、この事実によってWはPに異議申立てできる。M法ではできない。
　第一次リステイトメントによると、誰が何を如何なる理由で取得するか？
→M所在の土地についてはM法が規律し、遺言無効。M法の下で無遺言相続に。C所在の土地についてはC法が規律し、遺言有効。M教会が取得。
　personal propertyについて遺言を作成できたか、有効かについて死亡時domicileのM法に基づき、Pに。
④.Mは知らない間にH国の土地も相続していた。H法：宗教的or慈善的な遺贈に対しての制限はないが、土地の利益を移転するための遺言はその土地に特別に言及等しなければならない。M教会は遺言に基づき、SはH法に基づき相続人として、WはM法とC法に基づき相続人として各々権利を主張。
　どうなるか？
→Hの土地を有効に遺贈するための要件はH法が決める。∴「残余財産」条項は無効。したがって、土地所在地Hの無遺言相続法に基づいて権利を有するSが得る。
　Wとしては、権利としての相続分(forced share＝elective share)を主張する余地があった。(＊遺留分と一緒か？)
⑤L州のKが虎刈りに行く前に信託設定。信託財産はN州の土地。生きて帰ってこなければKの最初の息子が21になったときに渡してくれと、口頭でRに託す。L州法では詐欺防止法なし。しかし、N州法ではあり。
　N州法が適用されて、信託は無効。
⑥内乱のD国から、Fが遠国HのSへ希少コインを送る。安全に保管して帰還の際には返却をとemail（コイン到着後）。D国では書名入り書面を必要とせず。H国では必要。信託は有効か。
　信託設定時のコインの所在地法たるH国法による。無効。（到着前なら、有効となる可能性あり）
⑦同じ事案で、Fは帰還せず。その前に手書きで、売却して10年保持し、その時点での財産を子と孫に渡せと指示する自筆遺言。Dは有効とするが、Hは手書きの遺言は無効。
　遺言の有効無効は，死亡者の死亡時点のドミサイルの地の法なのでD国法により有効。
⑧Sが裏切った場合。自己取引で、半値で自ら購入し、それを投資信託で運用。受益者からの訴え。D国法では自己取引は無効、H国法では，公正な取引なら有効。
　準拠法はH国法。
